
 1 

２０２０年１１月５日 

高浜町議会 

議長 上尾 德郎 様 

老朽原発４０年廃炉訴訟市民の会 

共同代表 草地 妙子 茶畑 和也 

 

緊急要望書 

関西電力高浜原発１、２号機の再稼働の議会同意は見送ってください 

 

 私たち「老朽原発４０年廃炉訴訟市民の会」は、運転開始から４０年を超えた関西電力高浜原

発１、２号機と美浜原発３号機の運転期間延長認可取り消しを求める訴訟（名古屋地方裁判所）

の原告とサポーターによる市民団体です。原告には高浜町や美浜町の住民や福井県民を始め、関

西、中部そのほか全国各地から参加しています。東京電力福島第一原発事故で避難を余儀なくさ

れた方も原告となり、私たちのような被害を二度と出さないでほしいと訴えています。同事故で

最初にメルトダウンした１号機は、約２週間後の３月２６日に運転開始４０年を迎える老朽原

発でした。 

 関西電力高浜原発１、２号機の再稼働については、未だ福井県知事が原子力安全専門委員会に

諮問も行っておらず、その安全性について多くの懸念があり、十分な説明も果たされていない段

階において、貴議会が同原発再稼働につき同意・不同意のご判断をすることはないものと拝察い

たしますが、２０２０年１１月６日に原子力対策特別委員会、さらに、１１月１２日に臨時議会

を開催し、同原発再稼働の同意を求める請願・陳情を審議する予定とうかがいましたので、以下

の理由により、どうか慎重にお運びくださいますよう切望申し上げる次第です。 

 

 名古屋地裁における高浜原発１、２号機及び美浜原発３号機の運転期間延長認可取消訴訟に

おいては、原子力規制委員会のずさんな審査が次々と明らかになっております。 

 例えば、取り替えのできない原子炉容器の劣化を調べる評価では、原子力規制委員会は監視試

験片（原子炉容器に同じ鋼材の試験片を入れておいて、中性子を浴びてどのくらいもろくなった

かを定期的に取り出して試験をする）の原データを確認もせず、関西電力の評価結果を鵜呑みに

して認可していたことがわかりました。関西電力の提出した評価結果を専門家に見ていただい

たところ、数値に不自然な点が見られる、高浜原発１号機の破壊靭性値観測データは驚くほど少

なく、まともな評価ができるとは思われない、これが全てのデータなのか事実を公表すべきであ

るなどの指摘をいただいております。そこで、裁判では、被告・国や参加人・関西電力に監視試

験片の原データの提出を求めておりますが一向に提出されません。原データを示して評価結果

の妥当性を説明することに何か不都合があるのでしょうか。 

 ご存知の通り、高浜原発１号機の脆性遷移温度（金属が一定の温度以下になると粘り強さを失

ってもろくなる境界の温度）は９９℃と、全国の原発で最も高い遷移温度を示しています。緊急

時に原子炉に冷却水が注入され急冷された場合に、脆性破壊が生じることが危惧されます。 

 先頃、原子力規制委員会の審査において、日本原電が敦賀原発２号機の地質データを無断で書

き換えたり削除していたという事件が起こりました。原発マネー不正還流事件を起こした関西

電力の企業体質を考えましても、監視試験片の原データを確認する必要性は明らかです。 

 

 さらに、東京電力福島第一原発事故の教訓を踏まえた原子力規制が求められているにもかか

わらず、熊本地震の教訓である繰り返しの揺れについて審査が行われていないという問題もあ
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ります。 

 原発の重要施設は基準地震動の揺れに耐えられる設計であることが求められてますが、塑性

変形（元に戻らない変形）が生じることは許容されています。設置許可規則の「解釈」は、基準

地震動の揺れを受けて「塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこと」として

います。その基準地震動の揺れの想定は１回分です。 

 基準地震動に近い揺れを受けて塑性ひずみが残った場合、それらを漏れなく点検して完全に

修復できないうちに、再度揺れに襲われると、すでに耐震性能が低くなっているため、基準地震

動に満たない揺れでも施設に損壊が生じてしまう恐れがあります。 

 熊本地震という事実を知りながら、この問題を見過ごすようなことは、東京電力福島第一原発

事故の教訓に反します。 

 

 また、大山の火山灰層厚の想定については、原子力規制委員会が関西電力の３原発における既

許可の１０cm は過小評価であり基準不適合と認め、関西電力にバックフィット命令を行い、関

西電力の設置変更許可申請について現在、審査が行われています。関西電力が示している高浜原

発での火山灰層厚の想定は２７cm とされており、これは約８万年前の大山生竹噴火の噴出規模

によるものですが、大山は、これよりはるかに規模の大きい大山倉吉噴火という巨大噴火を約５.

５万年前に起こしています。この噴火規模を想定すれば、少なくとも層厚は５０cm を想定しな

くてはなりません。ところが、関西電力は運用期間中に規模の大きい大山倉吉相当噴火の可能性

は十分低いとして考慮しなくてよしとし、原子力規制委員会も追認してしまいました。しかし、

現在の火山学で巨大噴火の時期や規模を相当以前の段階で的確に予測することはできません。

原子力規制委員会もそれは認めています。火山の専門家である山元孝広氏 (産業技術総合研究

所）は、最新の知見から、「大山火山では約１０万年前から噴出率が高い状態が続いていたこと

を示しており、大山倉吉噴火は大山火山のこの時期の活動の中で特異的に大きいわけではない。」

との見解を示しており、大山倉吉噴火規模を想定すべきことは明らかです。 

 なお、火山灰の想定が基準不適合状態でありながら、原子力規制委員会が原発の運転を停止さ

せないのは法の趣旨に反し違法です。 

 

 このほかにも、地震の評価に関して、新規制基準で求められている地盤の三次元探査が行われ

ていないにもかかわらず、三次元探査をしないことが許されるような均質・水平な地質構造は関

西電力のデータには見られないことなど、裁判では６０以上の争点を提起してきました。 

 

 以上の通り、未だ高浜原発１、２号機の安全性については疑義が多く、再稼働の同意について

判断できる状況には至っておりません。 

 この度の原子力対策特別委員会や臨時議会において、事実上の再稼働同意の判断を示すこと

は見送ってくださいますよう強くお願い申し上げます。 

 

老朽原発４０年廃炉訴訟市民の会 
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